
平成28年8月22日

各関係機関ど担当者様

平素より建築行政にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。

平成28年8月5日付け国住指第1671号にて、建築防災週間（平成28年

度秋季）の実施についてご連絡させていただいたところですが、通知した内容に

一部、記載の間違いがございました。

以下のとおり訂正をさせていただきたく存じますので、同封しております通

知に差し替えをお願いいたします。

［訂正内容1
3. (6）民間建築物における吹付けアスベストの使用実態把握の徹底について

③ 

（訂正前）台帳整備に関する経費に対する補助は、平成主主年度末までに着手し

たものを対象

（訂正後）台帳整備に関する経費に対する補助は、平成29年度末までに着手し

たものを対象

ご面倒をお掛けし誠に申し訳ございませんが、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

国土交通省住宅局建築指導課
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国住指第 16 7 1号

平成 28年 8月 5日

各都道府県知事殿

国土交通省住宅局長

（公印省略）

建築物防災週間における防災対策の推進について（平成 28年度秋季）

建築物防災週間につきましては、火災、地震、がけ崩れ等による建築物の被害や

人的被害を防止し、安心して生時できる空間を確保するために、広く一般の方々を

対象として、建築物に関連する防災知識の普及や、防災関係法令・制度の周知徹底

を図り、建築物の防災対策の推進に寄与することを目的として、昭和35年以来毎年

2回実施しているところです。

この度、平成 28年度秋季における建築物防災週間の実施につきまして、下記の

とおり定めましたので、貴職におかれましでも、本週間の趣旨を是非ご理解いただ

きまして建築物の防災対策の一層の推進に取り組まれますようお願い申し上げま

す。

なお、貴管内特定行政庁に対しでも、この旨周知方お願い申し上げます。

記

1. 実施期間

平成 28年 8月 30日（火）から 9月5日（月）まで

※報告率向上のための各県ごとの取組について、 8月 24日（水）までに、

別紙4に記載のうえご提出いただきますようお願いいたしますn ' 

2. 建築物防災週間での取り組み

(1）外壁材の落下防止対策等の調査及び是正指導の徹底

既存建築物における外壁材の落下防止対策及び広告板の落下防止対策につい

ては、これまでも調査の実施及び問題がある場合の是正指導をお願いしてきたと

ころですが、報告や是正の進捗が芳しくない状況にあります。つきましては、主

報告の建築物の所有者等に対して必ず電話連絡、アンケートや文書の発出、防災

査察等の機会を捉えて報告を替促するとともに、問題がある建築物の所有者等に

対して、建築基準法第 9条及び第 10条の勧告、命令等による厳格な是正指導を



徹底し、速やかに是正させてください。また、既存建築物が空き家となった場合

も、引き続き、当該建築物等の所有者に対し、適正な維持保全に努めるよう周知

してください。さらに、危険性が高い建築物については、改善されるまでの聞は

使用停止命令等により当該施設の使用を停止させてください。

特に、災害時の避難所として指定されている公共建築物については、重点的に

点検を実施し、問題がある場合には、建築基準法第 18条の通知・要請等により、

対策の徹底を図ってください。

(2）防災査察の実施

適正な維持保全により建築物の安全性を確保するため、上記（1）の調査にお

いて未報告、未対応の建築物や、定期報告書が提出されていない建築物等を中心

に、特定行政庁の職員により、現地において建築物等の状況を調査するとともに、

必要な指導を実施してください。

(3）住宅・建築物の所有者・管理者に対する広報活動

所有者・管理者の方への理解を深めるため、パンフレットの作成・配布、地方

公共団体の広報紙や新聞、テレビ、ラジオ、インターネット等を利用して、建築

物防災週間の広報活動を展開し、各重点事項及び耐震診断、耐震改修等に係る各

種補助事業等について、積極的に普及啓発を行ってください。

(4）その他関係機関との連携・協調

建築物防災週間の実施に当たっては、消防、警察、環境等の関係部局及び建築

関係団体等と連携・協調して十分な効果を上げるようお願いいたします。

3. 最近の防災・安全確保に関する取り組み

(1）住宅・建築物の耐震診断・耐震改修の促進

住宅及び建築物の所有者等に対し、耐震化の必要性及び重要性について、一層

の周知に取り組むとともに、耐震診断、耐震改修等に係る補助事業、建築物の耐

震改修の促進に関する法律（以下「耐震改修促進法Jという。）に基づく耐震改

修計画の認定、耐震性に係る表示制度のための認定など、耐震化の円滑な促進の

ための取り組みを講じてください。住宅については、町内会等の地域コミュニテ

ィや建築関係団体等と協力して、街区単位で全戸訪問による普及啓発、一斉耐震

診断等を実施するなど、集中的、重点的に取り組んでください。

また、耐震改修促進法に基づき耐震診断結果の報告が義務付けられた建築物の

耐震診断結果の公表にあたっては、地域における建築物の個別の状況や営業上の

競争環境等にも十分に配慮し、丁寧な運用を行うとともに、耐震診断の結果、倒

壊の危険性が高いとされた建築物の所有者等に対しては、耐震改修の実施に向け
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たきめ細かな対応や必要な指導・指示を行うよう努めてください。

さらに、耐震診断結果の報告が義務付けられた建築物以外の既存耐震不適格建

築物の所有者等に対しでも、耐震診断、耐震改修の実施に向けた必要な指導・指

示を行うよう努めてください。特に学校、病院等の公共建築物については、平常

時の利用者の安全確保だけでなく災害時の機能確保の観点からも最優先で取り

組んでください。

(2）既存建築物等に対する適正な維持保全と定期報告の徹底

近年、外壁タイル、ひさし、外部廊下、天井、サッシ、看板及び看板メンテナ

ンス用の梯子などの落下や、電気給湯器の転倒、防火シャッター、昇降機などを

巡る事故など、既存建築物に関わる事故が発生しております。また昨年度におい

ては、川崎市の簡易宿所火災や、広島市の飲食店火災により、多数の死傷者が生

じたところです。

このような事故を未然に防ぐためには、建築物等の適正な維持保全が重要です。

平成 28年6月 1日より施行された新たな定期報告制度においては、

①安全上、防火上又は衛生上特に重要である建築物等については国が定期

報告の対象に指定すること

②随時閉鎖式の防火設備については、新たに創設する防火設備検査員が検

査を行うこと

など、制度が見直されたところですので、建築物等の適正な維持保全及び定期報

告制度の重要性について建築物等の所有者等に対し、広く周知するとともに、同

制度の適正な運用に努めてください。

なお、特定行政庁より報告を受けた建築物事故の概要については、国土交通省

ホームページ（http://www.mlit.go.jp/co凹 on/001108683.pdf ）に掲載してお

りますので、参考にしてください。

また、定期報告の対象となっている建築物等のうち、報告がなされていないも

のの所有者等に対しては、法令遵守の必要性、報告期限等について具体的に説明

した書面により実施するなどにより報告の督促、指導等に努めてください。不具

合等について報告があった建築物等や維持保全に関する準則又は計画が未作成

の建築物等の所有者等に対して、再発防止策の検討や維持保全計画の作成等の指

導等を実施してください。

なお、昇降機については、平成28年2月に所有者・管理者が昇降機の適切な維

持管理のためになすべき事項、保守点検業者の選定にあたって留意すべき事項等

を取りまとめ「「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保

守・点検業務標準契約書」の策定について（平成28年2月19日付け国住指第3984

号）」において通知しておりますので、積極的な活用を働きかけください。
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(3）既設エレベーターの安全対策の促進について

平成 21年 9月 28日以降に着工されたエレベーターについては、戸開走行保護

装置、地震時管制運転装置の設置等の安全対策が義務付けられていますが、既設

エレベーターについても安全確保のため戸開走行保護装置等の積極的な設置を

促進する必要があるところです。国土交通省では、 「戸開走行保護装置等の設置

の促進について（平成 24年4月 27日付け国住指第 291号） Jで通知したとおり、

安全対策の促進のため、エレベーターの安全装置に係るマーク表示制度など戸開

走行保護装置等の設置促進策についてのご協力をお願いしたところです。また、

「戸開走行保護装置の設置の促進及び設置済みマークの活用について（平成 24

年 11月 6日付け国住指第 3008号）」を通知し、定期報告等の機会に既設エレベ

ーター及び公的建築物等の所有者、管理者に対する戸開走行保護装置等の設置及

びマーク表示の指導など、安全性の確保について協力を依頼しているところです。

その他、安全対策の推進策として、社会資本整備総合交付金等による支援制度を

掲げており、当該支援制度の枠組みが未整備の地方公共団体におかれましては、

積極的に交付要綱を作成の上、当該支援制度の創設・運用等を通じ、既設エレベ

ーターの安全対策の促進を図っていただくようお願いいたします。

(4）遊戯施設の適正な運行管理の徹底

遊戯施設については、昨年度の埼玉県所沢市及び愛知県名古屋市内の観覧車に

おいて客席部分の扉を施錠しないまま運行した事例等、これまでにも運行マニュ

アルどおりの手順を怠ったことによる事故等が発生していることから、各施設の

所有者等に対し、「遊戯施設の維持保全計画書及び遊戯施設の運行管理規程の作

成手引き（平成 12年 12月 26日付け建設省住指発第 932号） Jに基づく運行管

理規定の遵守等による安全な運行を徹底する旨の指導を行うなど、今後の事故の

再発防止に取り組んでください。

(5）工事現場の危害の防止の徹底

建築物の解体工事現場等における危害防止に関しては、既に「建築物の除去H工

事における危害防止対策の徹底について（平成22年 10月20日付け国住指第2669

号）」により、解体工事における安全確保及び危害防止について周知徹底を図っ

ているところですが、その後も解体工事における外壁の崩落や工事用の工作物の

転倒等、工事現場周辺の公衆等へ危害を与えかねない事故が後を絶たない状況に

あります。

このため、建築物及び工作物の解体工事現場等における危害防止に関しては、

建築基準法第四条第 1項の規定による届出の機会等をとらえ、同法第 90条等の

法令遵守及び「建築物の解体工事における外壁の崩落等による公衆災害防止対策

に関するガイドラインについて（平成 15年 7月 3日付け国総建第 103号、国住
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防第3号）」等に基づく危害防止対策の徹底等を指導するとともに、別添 lのこ

れまでに周知した「建築物防災週間における防災対策（工事現場の危害防止）の

推進について（平成 23年8月 24日付け国住防第4号）」等における危害防止策

等の例について工事の施工者等に広く周知する等、必要な対策を講じてください。

(6）民間建築物における吹付けアスベストの使用実態把握の徹底について

民間建築物における吹付けアスベストの使用実態把握（以下「実態把握調査」

という。）については、防災週間における防災対策の一環として、実施をお願い

しているところですが、総務省行政評価局による「アスベスト対策に関する行政

評価・監視一飛散・ばく露防止対策を中心としてー結果に基づく勧告（平成 28

年 5月 13日）」において、実態把握調査などが適切に行われていないものがみら

れるとされたところです。つきましては、平成 28年5月 17日付け国住指第 4275

号において通知したとおり、実態把握調査の適正化を図るとともに、アスベスト

対策を実施していない建築物の所有者・管理者に対し、適切な指導に取り組んで

ください。

また、民間建築物における吹付けアスベストの使用実態を的確に把握し、その

除去等の対策を推進するため、民間建築物所有者に対する補助や融資等による支

援に積極的に取り組むようお願いいたします。特に国の社会資本整備総合交付金

による住宅・建築物安全ストック形成事業（アスベスト改修事業）の活用に向け

て、以下の項目に取り組んで、ください。

① 小規模建築物を含む民間建築物を対象とした補助事業として、アスベスト

改修事業を整備すること。

② 民間建築物所有者にアスベスト改修事業を周知すること。その際、アスベ

スト含有調査については平成 29年度末、除去等については平成 32年度末ま

でに着手したものを対象としていることを踏まえて、早期の対応を促すこと。

③ アスベスト台帳の整備を進めること。なお、アスベスト改修事業による台

帳整備に関する経費に対する補助は、平成 29年度末までに着手したものを

対象としていることを踏まえて、早期に整備を行うこと。

④ 台帳の整備に当たっては、延べ面積が 1,000 rrf以下の小規模民間建築物に

ついても、積極的に把握すること。例えば、早期の対応を進める方法として、

建築物の定期調査の項目として、吹付けアスベスト等の使用状況に関する内

容が含まれていることから、定期報告を受けている建築物を優先的に台帳に

位置づける方法等が想定される。

＊本年度中に、台帳整備及び小規模民間建築物を含めたアスベスト使用実

態把握の進捗状況について調査を行うことを予定。
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4. 平成 28年熊本地震を踏まえた対応について

今般の熊本地震においては、住宅だけでなく災害時に防災拠点となる地方公共

団体の庁舎においても、耐震性の不足により大きな被害が発生したことが報告さ

れています。住宅の耐震化、防災拠点となる庁舎の耐震化、ホテル・旅館の避難

所としての位置付けの明確化など、地震に対する安全性の向上の取組みを促進す

るよう 6月に各都道府県へ通知をしており、今後南海トラフ巨大地震や首都直下

地震の発生が懸念される中で、大地震の発生に備え、住宅・建築物の耐震化をよ

り一層強力に進めてください。

また、熊本地震においては、各地方公共団体からのご協力により、迅速かっ適

確に被災建築物の応急危険度判定（以下「応急危険度判定」という。）を実施す

ることができたところです。発災後に避難所で生活する被災者の早期帰宅を促す

観点から、被災地においては応急危険度判定を迅速に実施する体制を確保するこ

とが重要となりますが、都道府県等は判定士だけでなく、判定士の支援や指導を

行う判定コーデ、ィネーターの確保や、応援判定士の移動手段や宿泊場所の確保な

ど、具体的な受け入れ計画等を明記した震前計画を整備し、災害時に円滑な判定

活動が行うことができるように努めてください。

5. 建築物防災週間の実施結果等の報告

建築物防災週間の実施結果については、別紙 1-1、1-2、2及び 3を平成 28

年 10月 21日（金）までに提出頂きますようお願いいたします。作業に当たって

は以下の点にご留意ください。なお、ご提出いただいた実施結果並びに各地方

公共団体における替促及び指導の状況は、取りまとめ次第、公表する予定ですn

・外壁材の務下防止対策に関する調査は、既に平成 28年 1月 20日付け事務連

絡（別添2参照）にてご案内のとおり、本調査より各調査時点において竣工

後おおむね 20年以上経過している建築物が対象となります。

－別紙 1 1については、特定行政庁ごとに作成されたものを貴職において取

りまとめて頂き、別紙 1-2、2及び 3については、貴職において集計の上、

提出頂きますようお願いいたします。

. 2. (1）で実施していただく各種調査につきまして、未報告の建築物に対して

は必ず電話連絡、文書による督促及び現地立入調査等を実施していただき、

未是正の建築物に対しては、前回調査時以降、特段の指導等を実施していな

いものについては、必ず何らかの取り組みを行い、これらの取り組み内容等

を別紙 1'-1に記載して報告いただきますよう併せてお願いいたします。
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6.被災建築物の応急危険度判定に関する震前計画の策定状況について

熊本地震における対応を踏まえ、全国各地において応急危険度判定が必要にな

った場合に、あらかじめ判定の実施計画を策定しておく必要性が高いものと考え

ますが、今後、計画の充実を図るため、現時点における計画の策定状況や概要に

ついて整理し、その情報を共有したいと考えております。つきましては、別紙

5-1及び 5-2に該当する事項を記入の上、平成 28年 10月 21日（金）までに

ご提出いただきますようお願いいたします。

7 . ：｝.§.当

国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室松原

電話 03-5253-8111 （内線 39569)
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